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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商号 

   百五証券株式会社 

    

２．登録年月日（登録番号） 

   平成２１年１２月１７日（東海財務局長（金商）第１３４号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年  月 沿  革 

平成２１年 ８月 会社設立 

平成２１年１２月 金融商品取引業者の登録、日本投資者保護基金加入 

平成２２年 ２月 日本証券業協会に加入 

平成２２年 ２月 本社営業部開設、口座開設受付開始 

平成２２年 ３月 営業開始 

平成２２年 ９月 伊勢支店開設 

平成２２年１１月 四日市支店開設 

平成２３年 ６月 桑名営業所開設 

平成２３年 ８月 上野営業所開設 

平成２３年１１月 松阪営業所・鈴鹿営業所開設 

（２）経営の組織 
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権

に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

株式会社百五銀行 60,000 株 100％ 

計１名 60,000 株 100％ 

 

５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称  

（平成２４年３月３１日現在） 

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 平石 眞一 有 常勤 

取締役営業本部長 東山 裕一郎 無 常勤 

取締役管理本部長 籔内 憲彦 無 常勤 

取締役 千原 一典 無 非常勤 

取締役 吉輪 康一 無 非常勤 

監査役 岡本 健 － 常勤 

監査役 寺尾 正紀 － 非常勤 

監査役 太田 均 － 非常勤 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

（１） 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則をい

う。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名称

を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を

含む。）の氏名 

（平成２４年３月３１日現在） 

氏  名 役 職 名 

籔内 憲彦 取締役管理本部長 

（２） 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28 条第６項に規定する投資助言業務を

いう。）又は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（そ

の指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法第２条第８項第 11 号ロに規定

する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者を含む。）の氏名 

氏  名 役 職 名 

該当ありません  

（３） 投資助言・代理業（法第 28 条第３項に規定する投資助言・代理業をいう。）に関し、法第 29 条

の２第１項第６号の営業所又は事務所の業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名

称を有する者であるであるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位に

ある者を含む。）の氏名 

氏  名 役 職 名 

該当ありません  
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７．業務の種別 

（１） 金融商品取引業（法第２条第８項第１号から第３号、第９号、第 16 号および第 17 号） 

業 務 の 種 別 

○ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

○ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又

は代理 

○ 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引ならびに外国金融

商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又

は代理 

○ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

○ 金銭又は有価証券の保護預り、社債・株式等の振替 

（２） 金融商品取引業に付随する業務（法第 35 条第１項） 

業 務 の 種 別 

○ 保護預り有価証券を担保とする貸付業務 

○ 有価証券に関する顧客の代理業務 

○ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

○ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金もしくは残余財産の分配または利息もしくは償還金

の支払に係る代理業務 

○ 累積投資契約の締結業務 

○ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

 

８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は 事

務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名 称 所在地 

本社 

本社営業部 

伊勢支店 

四日市支店  

桑名営業所 

上野営業所 

松阪営業所 

鈴鹿営業所 

〒514-0028 三重県津市東丸之内 33 番１号 

〒514-0028 三重県津市東丸之内 33 番１号 

〒516-0036 三重県伊勢市岡本 1 丁目 3 番 3 号 

〒510-0086 三重県四日市市諏訪栄町 6 番 4 号 

〒511-0068 三重県桑名市中央町 3 丁目 36 番地 

〒518-0841 三重県伊賀市上野恵美須町 1689 番地 

〒515-0005 三重県松阪市鎌田町 103 番地の 1 

〒513-0809 三重県鈴鹿市西条 4 丁目 138 番地 

   ※平成 23 年 6 月に桑名営業所、平成 23 年 8 月に上野営業所、平成 23 年 11 月に松阪営業所・鈴

鹿営業所を開設しております。 

 

 

 



4 

 

９．他に行っている事業の種類 

事業の種類 届出・承認年月日 開始年月日 

該当ありません － － 

 

１０．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

（１）金融商品取引業協会の名称  

日本証券業協会 

 

（２）対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

    特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 

１１．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当ありません 

 

１２．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務概要 

当事業年度のわが国経済は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による生産停滞から持

ち直しの兆しをみせましたが、電力供給の制約や円高、欧州債務問題を背景とする海外景気の低迷

等の影響を受け、不透明な状況が継続することとなりました。 

   期初に 9,700円台で始まった日経平均株価は、7月には 10,200円台を回復する場面もありました 

が、欧州債務問題、米国連邦債務上限引上問題等から世界同時株安の展開となり、年末には 8,000 

円台に下落しました。しかしながらその後は欧州債務問題の一服、行き過ぎた円高の修正等から投 

資家のセンチメントも改善され期末にかけ 10,000円台を回復しました。 

このような状況のもと、当社は当年度中に桑名、鈴鹿、上野、松阪の各営業所を開設、既存の３

支店とあわせ県内７拠店としました。またマーケット環境に応じた商品を提供し、親会社である百

五銀行との連携を強化しながらお客様の運用ニーズに応えられるよう努力してきました。 

こうしたことにより、当事業年度においては、投資信託の販売手数料や株式の委託手数料等手数

料収入で 295,293千円（前年比＋120.02％）、債券等トレーディング損益等で 633,101千円（前年比

＋38.38％）を計上する等、営業収益は 928,574 千円（前年比＋56.87％）となりました。一方販売

費・一般管理費は 881,550 千円となったことから、営業利益は 46,983 千円、経常利益は 33,314 千

円、当期純利益は 30,695千円と黒字決算となりました。 

 

２．業務の状況を示す指標 

（１）経営成績等の推移                           （単位：百万円） 

 平成 22 年  

3 月期 

平成 23 年 

 3 月期 

平成 24 年 

 3 月期 

資本金 3,000 3,000 3,000 

発行済株式総数 60,000株 60,000株 60,000株 

営業収益 12 591 928 

(受入手数料) 4 134 295 

((委託手数料)) 0 9 10 

((引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料)) 
－ － － 

((募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱い手数料))  

       

3 

       

76 

       

171 

((その他の受入手数料)) 0 48 112 

(トレーディング損益) 7 457 633 

((株券等)) － － － 

((債券等)) 9 485 667 

((その他)) △1 △27 △34 

純営業収益 12 591 928 
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経常損益 △208 △98 33 

当期純損益 △209 △99 30 

（注）純営業収益＝営業収益－金融費用 

（２）有価証券引受・売買等の状況  

①株券の売買高の推移                           （単位：百万円） 

 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

自  己 － － － 

委  託 54 1,369 1,381 

計 54 1,369 1,381 

②有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売

出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況   （単位：百万円） 

 引受高 売出高 

特定投

資家向

け売付

け勧誘

等の総

額 

募集の

取扱高 

売出し

の取扱

高 

私募の

取扱高 

特定投

資家向

け売付

け勧誘

等の取

扱高 

平

成

22

年

3

月

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 － － － － － － － 

地方債証券 － － － － － － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － － － 

受益証券 － － － 160 － － － 

その他 － － － － － － － 

合計 － － － 160 － － － 

平

成

23

年

3

月

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 － － － － － － － 

地方債証券 － － － － － － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 12,859 3,012 － 

受益証券 － － － 4,403 － － － 

その他 － － － － － － － 

合計 － － － 4,403 12,859 3,012 － 

平

成

24

年

3

月

株券 － － － － － － － 

国債証券 － － － － － － － 

地方債証券 － － － － － － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 22,767 2,539 － 

受益証券 － － － 7,604 － － － 
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期 その他 － － － － － － － 

合計 － － － 7,604 22,767 2,539 － 

（３）その他業務の状況 

該当事項はありません 

（４）自己資本規制比率の状況                       （単位：％、百万円）  

 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
1,231.9 1,358.9 1,056.0 

控除後自己資本（Ａ） 2,643 2,581 2,622 

リスク相当額合計（Ｂ） 214 189 248 

 市場リスク相当額 1 14 14 

取引先リスク相当額 29 18 20 

基礎的リスク相当額 184 156 213 

（５）使用人の総数及び外務員の総数 

区分 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

使用人 29人 45人 65人 

（うち外務員） 28人 44人 64人 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 

１．経理の状況 

（１）貸借対照表 

                               （単位：千円） 

 
前事業年度 

（平成 23 年度 3 月期） 

当事業年度 

（平成 24 年度 3 月期） 

【 資   産 】   

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

約 定 見 返 勘 定 

前 払 費 用 

未 収 収 益 

そ の他の流動資産 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 ・ 備 品 

リ ー ス 資 産 

 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

 

投 資その他の資産 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 

 

繰 延 資 産 

創 立 費 

3,608,548 

2,991,880 

571,115 

27,166 

9,970 

8,177 

237 

 

85,662 

46,227 

22,183 

21,457 

2,587 

 

656 

656 

 

38,778 

24,449 

14,328 

 

14,000 

14,000 

3,106,977 

1,920,027 

1,070,055 

89,855 

9,970 

16,731 

336 

 

79,940 

48,046 

23,054 

23,162 

1,830 

 

1,304 

1,304 

 

30,590 

16,261 

14,328 

 

9,800 

9,800 

資 産 合 計 3,708,211 3,196,718 

【  負 債  】   

流 動 負 債 

預 り 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

1,008,916 

968,465 

2,304 

23,806 

5,001 

463,149 

400,168 

27 

49,369 

6,663 
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賞 与 引 当 金 

未 払 消 費 税 

リ ー ス 債 務 

そ の他の流動 負債 

 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

そ の他の流動 負債 

 

特 別 法 上 の 準 備 金 

金 融 商 品 取 引 責 任 準 

備 金 

3,664 

4,750 

778 

144 

 

8,209 

2,110 

6,099 

 

27 

27 

 

5,831 

- 

818 

271 

 

11,759 

3,578 

8,181 

 

56 

56 

 

 負  債  合  計 1,017,153 474,964 

【 純 資 産 】   

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

2,691,058 

3,000,000 

△308,941 

2,721,753 

3,000,000 

△278,246 

純 資 産 合 計 2,691,058 2,721,753 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,708,211 3,196,718 

 

（２）損益計算書 

                             （単位：千円） 

 前事業年度 

（平成 22.4.1 

 ～平成 23.3.31） 

当事業年度 

（平成 23.4.1 

 ～平成 24.3.31） 

営業収益 

 受入手数料 

  委託手数料 

  取扱手数料 

  その他の受入手数料 

 トレーディング損益 

 金融収益 

金融費用 

591,904 

134,207 

9,005 

76,876 

48,325 

457,488 

208 

- 

928,574 

295,293 

10,646 

171,931 

112,716 

633,101 

179 

41 

純営業収益 591,904 928,533 

営業費用 

販売費・一般管理費 

  取引関係費 

人件費 

687,000 

687,000 

234,477 

251,770 

881,550 

881,550 

316,053 

353,488 
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不動産関係費 

事務費 

減価償却費 

租税公課 

その他 

73,485 

79,351 

13,450 

24,854 

9,609 

93,138 

85,673 

15,221 

7,963 

10,010 

営業損益 △95,095 46,983 

営業外収益 

営業外費用 

1,063 

4,545 

1,226 

14,894 

経常損益 △98,577 33,314 

特別損失 

 金融商品取引責任準備金繰入 

26 

26 

28 

28 

税引前当期純損益 △98,604 33,285 

法人税、住民税及び事業税 1,291 2,589 

法人税等調整額 － － 

当期純損益 △99,895 30,695 

 

（３）株主資本等変動計算書 

前事業年度（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日） 

    （単位：千円） 

 

株  主  資  本 

純資産 

合計 資本金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 

合計 

その他利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

 

繰越利益 

剰余金 

 

前期末残高 3,000,000 △209,046 △209,046 2,790,953 2,790,953 

当期変動額  

 
新株の発行 － － － －  

当期純損益 － △99,895 △99,895 △99,895  

当期変動額合計 － △99,895 △99,895 △99,895 △99,895 

当期末残高 3,000,000 △308,941 △308,941 2,691,058 2,691,058 
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前事業年度（平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日） 

    （単位：千円） 

 

株  主  資  本 

純資産 

合計 資本金 

利 益 剰 余 金 

株主資本 

合計 

その他利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

 

繰越利益 

剰余金 

 

前期末残高 3,000,000 △308,941 △308,941 2,691,058 2,691,058 

当期変動額  

 
新株の発行 － － － － － 

当期純損益 － 30,695 30,695 30,695 30,695 

当期変動額合計 － 30,695 30,695 30,695 30,695 

当期末残高 3,000,000 △278,246 △278,246 2,721,753 2,721,753 

 

 

 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

（２）リース資産 

   所有権移転外のファイナンスリース取引に 

   かかる「有形固定資産」中のリース資産は 

   リース期間を耐用年数とした定額法によっ 

   ております。なお、残存価額は零としてお 

   ります。 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

   同左 

（２）リース資産 

   同左 

２．繰延資産の償却方法 

   創立費は定額法により５年で償却しており 

   ます。 

２．繰延資産の償却方法 

  同左 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当

社所定の計算方法で算出した支給見込額を

計上しております。 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（１）賞与引当金 

   同左 
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（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務（簡便法による期末

自己都合要支給額）に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計

上しております。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する役員退職慰労金

に充てるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

（４）金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるた

め、金融商品取引法第４６条の５の規定及び

金融商品取引業等に関する内閣府令第１７

５条に定めるところにより算出した額を計

上しております。 

（２）退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

（３）役員退職慰労引当金 

同左 

 

 

（４）金融商品取引責任準備金 

同左 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要 

  な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方 

式によっております。 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要 

な事項 

消費税等の会計処理 

   同左 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

定期預金   50,000千円              

（２）担保に係る債務 

    外国為替取引    

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

    定期預金   200,000千円                    

（２）担保に係る債務 

    同左                     

２．資産に係る減価償却累計額 

   有形固定資産の減価償却累計額    

   17,344千円 

２．資産に係る減価償却累計額 

   有形固定資産の減価償却累計額   

   32,566千円 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権    1,115,561千円 

   短期金銭債務      11,243千円 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権      555,988千円 

   短期金銭債務      31,516千円 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

315,582千円 

   営業取引以外の取引による取引高 

                                 571千円 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

446,994千円              

   営業取引以外の取引による取引高 

                                439千円 
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及 

  び総数   普通株式    60,000株           

２．剰余金の配当に関する事項 

該当ありません 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及 

  び総数   普通株式    60,000株           

２．剰余金の配当に関する事項 

該当ありません 

 

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契

約により使用している車両が、18台あります。 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース

契約により使用している車両が、30台あります。 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

関連当事者である親会社及び関連会社との

取引はありますが、一般の取引条件と同等の条

件にて取引しているため注記の記載を省略し

ております。 

同左 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額      44,850円96銭 

１株当たり当期純損失    △ 1,664円92銭 

１株当たり純資産額      45,362円57銭 

１株当たり当期純利益         511円60銭 

 

〔記載金額単位に関する注記〕 

前事業年度 当事業年度 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示してお

ります。 

同左 

 

２．借入金の主な借入先及び借入金額  

（平成 23 年 3 月 31 日現在）（単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

           ―                   － 

合   計                   － 

（平成 24 年 3 月 31 日現在）（単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

           ―                   － 

合   計                   － 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得価

額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

1.流動資産 － － － － － － 

2.固定資産 － － － － － － 

            ※トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。） の契約価額、

時価及び評価損益 

（１）先物取引・オプション取引の状況 

①株式                                 （単位：百万円） 

 
平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．株価指数先物取引 － － － － － － 

２．株価指数オプション取引 － － － － － － 

              ※トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。  

②債券                                 （単位：百万円） 

 
平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

契約価額 時 価 評価損益 契約価額 時 価 評価損益 

１．債券先物取引 － － － － － － 

２．債券オプション取引 － － － － － － 

 （２）有価証券店頭デリバティブ取引の状況  

（単位：百万円） 

 
平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

契約価額 時価 評価損益 契約価額 時価 評価損益 

１．有価証券先渡取引 － － － － － － 

２．有価証券店頭指数等  

先渡取引 
－ － － － － － 

３．有価証券店頭オプシ

ョン取引 
－ － － － － － 

４．有価証券店頭指数等  

スワップ取引 
－ － － － － － 

             ※トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 

       

５．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

当社の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等については、会社法第 436 条第 2 項第 1

号に基づき、五十鈴監査法人の監査を受け監査報告書を受理しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

 

１．内部管理の状況の概要 

 （１）内部管理態勢 

     当社は内部管理態勢を経営の最重要課題の一つと位置付けております。実効性のある法令遵守

態勢を確立するためコンプライアンス委員会を設置し、取締役以下各部門の責任者等の参加によ

り法令等遵守態勢の整備、内部監査、監査法人・監督官庁からの指摘に基づく改善のための方針

及び実施方法等について意思決定を行っています。さらにコンプライアンス全般に関する課題を

一元管理する部署としてコンプライアンス部を設置しております。 

（２）内部管理部門 

   当社は日本証券業協会規則に基づき内部管理責任者及び営業責任者を配置し、内部管理統括責 

  任者を内部管理の責任者としております。コンプライアンス部においては、売買管理、モニタリ 

  ング、コンプライアンスに関する日々の指導等を行っております。 

（３）内部監査部門 

   コンプライアンス部は、被監査部門等のリスクの管理状況を把握し、リスクの種類、程度に応 

  じた効率的かつ実効性のある監査計画を策定した上で同計画に則り監査を実施します。コンプラ 

  イアンス部は業務が内部監査規定及び社内検査規則等に遵守した運営をされているかどうかの監 

  査を行い、必要に応じその状況について取締役会等への報告を行うとともに、必要な措置を講じ 

  る体制となっております。 

（４）法令等遵守教育、研修 

   当社では、役職員に対して日常的な法令遵守の関する指導を行い、法令遵守に対する意識とそ 

  の実践の徹底を図っています。また、日本証券業協会が主催するコンプライアンス講座等外部セ 

  ミナーへの参加や定期的に行われる社内研修等を通じ、法令等遵守意識の向上に努めております。 

 （５）顧客からの相談、苦情 

    お客様からの相談、苦情等に関しては、コンプラインス部に専用ダイヤルを設置して、「苦情等 

   の対処に関する規則」に基づき、迅速、適切に対応しております。 

    

２．分別管理の状況 

（１）顧客分別金信託の状況                          （単位：千円） 

項   目 
平成 23 年 3 月 31 日

現在の金額 

平成 24 年 3 月 31 日

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 475,667 1,065,633 

顧客分別金信託額 571,115 1,070,055 

期末日現在の顧客分別金必要額 951,164 364,634 
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（２）有価証券の分別管理の状況  

① 保護預り有価証券  

有価証券の種類 
平成 23 年 3 月 31 日現在 平成 24 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 

           

2,110 

千株 

 － 千株 
 4,443 

千株 
 － 千株 

債券 
額面 

金額 

  

111,000 

千円 

42,560千米ドル 

60,666千豪ドル 

777千ユーロ 

337千 NZドル 

9,666,000千円 

  206,000 

千円 

93,752千米ドル 

84,936千豪ドル 

1,837千ユーロ 

389千 NZドル 

26,933,000千円 

受益 

証券 
口数 

 

25,008,510 

千口 

416,255千口（米ドル） 

53,975千口（豪ドル） 

13,536千口（ユーロ） 

107千口（NZ ﾄﾞﾙ） 

 

43,626,536 

千口 

500,365千口(米ドル) 

166,665千口(豪ドル) 

62,354千口(ユーロ) 

1,209千口(CA ﾄﾞﾙ) 

2,828千口(NZ ﾄﾞﾙ) 

その他 数量 －   －  －    － 

                        CA ドル：カナダドル、NZ ドル：ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞﾄﾞﾙ 

② 受入代用有価証券  

有価証券の種類 
平成 23 年 3 月 31 日現在 平成 24 年 3 月 31 日現在 

数   量 数   量 

株  券 株数     －  千株     －  千株 

債  券 額面金額 －  百万円 －  百万円 

受益証券 口数 －  百万口 －  百万口 

その他 数量       －       － 

 

③管理の状況  

種類 会社の管理形態 

国内株式 

上場投信 

顧客有価証券は、株式会社証券保管振替機構及び株式会社だいこう

証券ビジネスで管理しています。いずれの管理機関についても、顧客

有価証券と会社の有価証券の口座を区分し、顧客の持分については、

会社の帳簿によって判別できるように管理しています。 

国内債券 

顧客有価証券は、株式会社証券保管振替機構及び株式会社三菱東京

UFJ銀行で管理しています。いずれの管理機関についても、顧客有価

証券と会社の有価証券の口座を区分し、顧客の持分については、会社

の帳簿によって判別できるように管理しています。 

   国内投信 

 顧客有価証券は、株式会社保証券管振替機構及び株式会社だいこう

証券ビジネスで管理しています。いずれの管理機関についても、顧客

有価証券と会社の有価証券の口座を区分し、顧客の持分については、

会社の帳簿によって判別できるように管理しています。  



17 

 

 

外国債券 

  

 顧客有価証券は、三菱ＵＦＪグローバルカストディＳ．Ａ．の他、

国内外の保管機関で管理しています。いずれの管理機関についても、

顧客有価証券と会社の有価証券の口座を区分し、顧客の持分について

は、会社の帳簿によって判別できるように管理しています。 

優先出資証券 

顧客有価証券は、株式会社だいこう証券ビジネスで管理していま

す。同社では、顧客有価証券と会社の有価証券の保管場所を区分し、

銘柄別受入顧客別に管理しています。 

 

（３）金融商品取引法第 43 条の 3 の規定に基づく区分管理の状況  

① 法第 43 条の 3 第 1 項の規定に基づく区分管理の状況  

     該当ありません 

② 法第 43 条の 3 第 2 項の規定に基づく区分管理の状況  

該当ありません 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 

１．企業集団の構成 

当社及び子会社等による企業集団の構成はありません。 

   

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当する子会社等はありません。 

 

以 上 


